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(57)【要約】
【課題】簡単な構成で小型化、低インダクタンス化を実
現するとともに、熱抵抗の増大を抑えた電力用半導体モ
ジュールを得る。
【解決手段】金属放熱体であるベース板２と、ベース板
２上に設けられた第１絶縁層３と、第１絶縁層３上に設
けられた第１配線パターン４とを備え、第１配線パター
ン４上の一部である所定領域には、樹脂製の第２絶縁層
５のみを介して２層目の第２配線パターン６が積層され
てパターン積層領域Ｘ１を形成している。そして、電力
用半導体素子７は、第１配線パターン４上のパターン積
層領域Ｘ１以外の領域に搭載されている。更に電力用半
導体素子７は、自己消弧型半導体素子７０を含み、自己
消弧型半導体素子７０のゲート電極用の配線又は出力電
極の制御用配線の一方が第１配線パターン４に設けられ
、他方が第２配線パターン６に設けられて積層されてい
る。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
内部に正極側アーム及び負極側アームを構成する複数の電力用半導体素子を収納して構成
される絶縁型の電力用半導体モジュールであって、
金属放熱体であるベース板と、
上記ベース板上に設けられた第１絶縁層と、
上記第１絶縁層上に設けられた第１配線パターンとを備え、
上記第１配線パターン上の所定領域は、樹脂製の第２絶縁層のみを介して２層目の第２配
線パターンが積層されるパターン積層領域であり、上記所定領域において、上記第１配線
パターンは、上記正極側アームを構成する上記電力用半導体素子の正極と電気的に接続さ
れ、上記第２配線パターンは上記負極側アームを構成する上記電力用半導体素子の負極と
電気的に接続され、
上記複数の電力用半導体素子は、上記第１配線パターン上の上記パターン積層領域以外の
領域に搭載され、
上記複数の電力用半導体素子は、ゲート電極、上記正極となる入力電極および上記負極と
なる出力電極を有する自己消弧型半導体素子を含み、
上記自己消弧型半導体素子の上記ゲート電極用の配線又は上記出力電極の制御用配線の一
方が上記第１配線パターンに設けられ、他方が上記第２配線パターンに設けられて、上記
ゲート電極用の配線と上記出力電極の制御用配線とが上記パターン積層領域にて積層され
、
上記正極側アームの上記ゲート電極用の配線および上記出力電極の制御用配線が上記ベー
ス板の一方の辺部に設けられ、上記負極側アームの上記ゲート電極用の配線および上記出
力電極の制御用配線が上記ベース板の上記一方の辺部と対向する辺部に設けられている電
力用半導体モジュール。
【請求項２】
内部に正極側アーム及び負極側アームを構成する複数の電力用半導体素子を収納して構成
される絶縁型の電力用半導体モジュールであって、
金属放熱体であるベース板と、
上記ベース板上に設けられた第１絶縁層と、
上記第１絶縁層上に設けられた第１配線パターンとを備え、
上記第１配線パターン上の所定領域は、樹脂製の第２絶縁層のみを介して２層目の第２配
線パターンが積層されるパターン積層領域であり、上記所定領域において、上記第１配線
パターンは、上記正極側アームを構成する上記電力用半導体素子の正極と電気的に接続さ
れ、上記第２配線パターンは上記負極側アームを構成する上記電力用半導体素子の負極と
電気的に接続され、
上記複数の電力用半導体素子は、上記第１配線パターン上の上記パターン積層領域以外の
領域に搭載され、
上記複数の電力用半導体素子は、ゲート電極、上記正極となる入力電極および上記負極と
なる出力電極を有する自己消弧型半導体素子を含み、
上記第２配線パターン上に第３絶縁層のみを介して積層される３層目の第３配線パターン
と、上記第３配線パターン上に第４絶縁層のみを介して積層される４層目の第４配線パタ
ーンとを備え、
上記自己消弧型半導体素子の上記ゲート電極用の配線又は上記出力電極の制御用配線の一
方が上記第３配線パターンに設けられ、他方が上記第４配線パターンに設けられて、上記
ゲート電極用の配線と上記出力電極の制御用配線とが積層され、
上記正極側アームの上記ゲート電極用の配線および上記出力電極の制御用配線が上記ベー
ス板の一方の辺部に設けられ、上記負極側アームの上記ゲート電極用の配線および上記出
力電極の制御用配線が上記ベース板の前記一方の辺部と対向する辺部に設けられている電
力用半導体モジュール。
【請求項３】
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内部に正極側アーム及び負極側アームを構成する複数の電力用半導体素子を収納して構成
される絶縁型の電力用半導体モジュールであって、
金属放熱体であるベース板と、
上記ベース板上に設けられた第１絶縁層と、
上記第１絶縁層上に設けられた第１配線パターンとを備え、
上記第１配線パターン上の所定領域は、樹脂製の第２絶縁層のみを介して２層目の第２配
線パターンが積層されるパターン積層領域であり、上記所定領域において、上記第１配線
パターンは、上記正極側アームを構成する上記電力用半導体素子の正極と電気的に接続さ
れ、上記第２配線パターンは上記負極側アームを構成する上記電力用半導体素子の負極と
電気的に接続され、
上記複数の電力用半導体素子は、上記第１配線パターン上の上記パターン積層領域以外の
領域に搭載され、
上記複数の電力用半導体素子は、ゲート電極、上記正極となる入力電極および上記負極と
なる出力電極を有する自己消弧型半導体素子を含み、
上記第２配線パターン上に第３絶縁層のみを介して積層される３層目の第３配線パターン
と、上記第３配線パターン上に第４絶縁層のみを介して積層される４層目の第４配線パタ
ーンとが、上記第２配線パターンに流れる電流の向きに対して直交するよう配置され、
上記自己消弧型半導体素子の上記ゲート電極用の配線又は上記出力電極の制御用配線の一
方が上記第３配線パターンに設けられ、他方が上記第４配線パターンに設けられて、上記
ゲート電極用の配線と上記出力電極の制御用配線とが積層されている電力用半導体モジュ
ール。
【請求項４】
上記第１絶縁層は樹脂製である請求項１から請求項３のいずれか１項に記載の電力用半導
体モジュール。
【請求項５】
上記第１絶縁層はセラミック製である請求項１から請求項３のいずれか１項に記載の電力
用半導体モジュール。
【請求項６】
上記複数の電力用半導体素子は、ワイドバンドギャップ半導体により構成される素子を含
む請求項１から請求項５のいずれか１項に記載の電力用半導体モジュール。
【請求項７】
上記ワイドバンドギャップ半導体の材料は、炭化珪素、窒化ガリウム又はダイヤモンドで
ある請求項６に記載の電力用半導体モジュール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、インバータなどの電力変換装置に使用される絶縁型の電力用半導体モジュ
ールに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電力変換装置の小型化が求められており、これに使用される電力用半導体モジュ
ールの小型化が重要となっている。
　電力用半導体モジュールの構造としては、放熱板となる金属板に絶縁層を介して配線パ
ターンが形成され、その上に電力用半導体素子が設けられて各端子とワイヤボンドなどに
より接続され、樹脂にて封止されるものが一般的である。
　このような電力用半導体モジュールは大きく２種類に分類でき、シリコーンゲルで封止
されたケース型モジュールとエポキシ樹脂で封止されたトランスファーモールド型モジュ
ールがある（例えば、前者は特許文献１、後者は特許文献２参照）。前者のケース型モジ
ュールでは、絶縁層としてセラミックス絶縁層が使用され、後者のトランスファーモール
ド型モジュールでは、樹脂絶縁層が使用されることが多い。
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　ところで、大電流、高電圧でスイッチング動作する電力用半導体モジュールでは、電力
用半導体素子がオフする際の電流の時間変化率ｄｉ／ｄｔと電力変換装置に含まれる配線
インダクタンスＬとにより、サージ電圧ΔＶ＝Ｌ・ｄｉ／ｄｔが電力用半導体素子に印加
される。配線インダクタンスＬが大きいと電力用半導体素子の耐圧を超えるサージ電圧が
発生し、電力用半導体素子の劣化の原因となることがある。
　このため、電力用半導体モジュールは、小型化が求められるとともに、低インダクタン
ス化も重要となる。
【０００３】
　例えば従来の半導体モジュールは、３層以上のセラミック基板が積層されて互いに接合
されたセラミック多層基板と、セラミック多層基板の上面および下面に接合された表層金
属回路板と、内層のセラミック基板に形成された回路貫通孔内に配置された内層金属回路
板と、一端が内層金属回路板に、他端が他の内層金属回路板または表層金属回路板にそれ
ぞれろう材によって接合され、内層金属回路板と他の内層金属回路板または表層金属回路
板とを接続する金属柱とを備えたセラミック回路基板に、電子部品としての半導体素子が
搭載されている（例えば、特許文献３参照）。
【０００４】
　また、例えば従来の半導体モジュールは、モジュール内部のブスバーを積層構造として
ブスバー部分の低インダクタンスを図ることで、半導体モジュールの低インダクタンス化
を図っている（例えば、特許文献４参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平０８－３１６３５７号公報
【特許文献２】特開平１０－１３５３７７号公報
【特許文献３】特開２０１１－１９９２７５号公報
【特許文献４】特許第４４３０４９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記特許文献３に記載の従来の半導体モジュールは、セラミック多層基板を用いたため
、半導体モジュールを小型化することができ、回路が重なる部分ではインダクタンス低減
の効果も得られると考えられる。しかし、セラミック多層基板は、多層構造であるため熱
抵抗が大きく、セラミック多層基板に搭載された電力用半導体素子のスイッチング時等に
おける発熱を効率よく放熱することができないという問題があった。また、多層金属回路
板同士を接続するために金属柱を用い、電流経路とする方法は、電流容量の大きなパワー
モジュールに不向きである。
【０００７】
　また、上記特許文献４に記載の従来の半導体モジュールは、ブスバーの積層部分での低
インダクタンス化が可能であるが、ブスバーの出力端子の形状や、ブスバーと半導体素子
との接続についての説明はなく、出力端子の形状や電力用半導体素子との接続構造が複雑
化することが推測される。また、ブスバー間に絶縁紙を挟んでケースとインサート成形す
るなど、製造工程が煩雑であることが推測される。また、ケースの樹脂流動性が悪く、ブ
スバー間の距離を広げる必要があり、インダクタンスの低減効果が弱くなることも懸念さ
れる。
【０００８】
　この発明は、上記のような課題を解決するためになされたもので、簡単な構成で小型化
・低インダクタンス化を実現するとともに、熱抵抗の増大を抑えた電力用半導体モジュー
ルを得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
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　この発明に係る電力用半導体モジュールは、内部に正極側アーム及び負極側アームを構
成する複数の電力用半導体素子を収納して構成される絶縁型の電力用半導体モジュールで
あって、金属放熱体であるベース板と、上記ベース板上に設けられた第１絶縁層と、上記
第１絶縁層上に設けられた第１配線パターンとを備え、上記第１配線パターン上の所定領
域は、樹脂製の第２絶縁層のみを介して２層目の第２配線パターンが積層されるパターン
積層領域であり、上記所定領域において、上記第１配線パターンは、上記正極側アームを
構成する上記電力用半導体素子の正極と電気的に接続され、上記第２配線パターンは上記
負極側アームを構成する上記電力用半導体素子の負極と電気的に接続され、上記複数の電
力用半導体素子は、上記第１配線パターン上の上記パターン積層領域以外の領域に搭載さ
れ、上記複数の電力用半導体素子は、ゲート電極、上記正極となる入力電極および上記負
極となる出力電極を有する自己消弧型半導体素子を含み、上記自己消弧型半導体素子の上
記ゲート電極用の配線又は上記出力電極の制御用配線の一方が上記第１配線パターンに設
けられ、他方が上記第２配線パターンに設けられて、上記ゲート電極用の配線と上記出力
電極の制御用配線とが上記パターン積層領域にて積層され、上記正極側アームの上記ゲー
ト電極用の配線および上記出力電極の制御用配線が上記ベース板の一方の辺部に設けられ
、上記負極側アームの上記ゲート電極用の配線および上記出力電極の制御用配線が上記ベ
ース板の上記一方の辺部と対向する辺部に設けられているものである。
　又別の電力用半導体モジュールは、上記第２配線パターン上に第３絶縁層のみを介して
積層される３層目の第３配線パターンと、上記第３配線パターン上に第４絶縁層のみを介
して積層される４層目の第４配線パターンとを備え、上記自己消弧型半導体素子の上記ゲ
ート電極用の配線又は上記出力電極の制御用配線の一方が上記第３配線パターンに設けら
れ、他方が上記第４配線パターンに設けられて、上記ゲート電極用の配線と上記出力電極
の制御用配線とが積層され、上記正極側アームの上記ゲート電極用の配線および上記出力
電極の制御用配線が上記ベース板の一方の辺部に設けられ、上記負極側アームの上記ゲー
ト電極用の配線および上記出力電極の制御用配線が上記ベース板の前記一方の辺部と対向
する辺部に設けられているものである。
　更に別の電力用半導体モジュールは、上記第２配線パターン上に第３絶縁層のみを介し
て積層される３層目の第３配線パターンと、上記第３配線パターン上に第４絶縁層のみを
介して積層される４層目の第４配線パターンとが、上記第２配線パターンに流れる電流の
向きに対して直交するよう配置され、上記自己消弧型半導体素子の上記ゲート電極用の配
線又は上記出力電極の制御用配線の一方が上記第３配線パターンに設けられ、他方が上記
第４配線パターンに設けられて、上記ゲート電極用の配線と上記出力電極の制御用配線と
が積層されているものである。
【発明の効果】
【００１０】
　この発明に係る電力用半導体モジュールは、内部に複数の電力用半導体素子を収納して
構成される絶縁型の電力用半導体モジュールであって、金属放熱体であるベース板と、上
記ベース板上に設けられた第１絶縁層と、上記第１絶縁層上に設けられた第１配線パター
ンとを備え、上記第１配線パターン上の所定領域は、樹脂製の第２絶縁層のみを介して２
層目の第２配線パターンが積層されるパターン積層領域である。このため、電力用半導体
モジュールにおける配線をパターン積層領域にて積層することができ、電力半導体モジュ
ールの小型化・低インダクタンス化を簡単な構成で実現することができる。これに加え、
電力用半導体素子は、第１配線パターン上のパターン積層領域以外の領域に配置すること
ができ、電力用半導体素子からの発熱を効率よく放熱することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】この発明の実施の形態１における電力用半導体モジュールの構成を模式的に示す
平面図である。
【図２】図１の平面図におけるＡ１－Ａ２断面図である。
【図３】この発明の実施の形態１における電力用半導体モジュールの回路構成を説明する
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ための回路図である。
【図４】この発明の実施の形態２における電力用半導体モジュールの構成を模式的に示す
平面図である。
【図５】図４の平面図におけるＢ１－Ｂ２断面図である。
【図６】この発明の実施の形態３における電力用半導体モジュールの構成を模式的に示す
平面図である。
【図７】図６の平面図におけるＣ１－Ｃ２断面図である。
【図８】この発明の実施の形態４における電力用半導体モジュールの構成を模式的に示す
平面図である。
【図９】図８の平面図におけるＤ１－Ｄ２断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
実施の形態１．
　図１は、この発明の実施の形態１における電力用半導体モジュール１の構成を模式的に
示す平面図、図２は図１の平面図におけるＡ１－Ａ２断面図である。本実施の形態１では
、一例として、いわゆる６ｉｎ１構造と呼ばれ、３相交流に適用可能な電力用半導体モジ
ュールを採用している。６ｉｎ１構造の電力用半導体モジュールは、逆並列に接続された
自己消弧型半導体素子と還流用ダイオードとの組が２組直列に接続された回路を１相分と
し、この回路を３相分備えたものである。
【００１３】
　まず、図１、図２を参照して、電力用半導体モジュール１の構成を簡単に説明する。な
お、電力用半導体モジュール１の内部の構成が分かりやすいよう、図１の平面図において
トランスファーモールド樹脂の記載を省略している。
　電力用半導体モジュール１は、内部に複数の電力用半導体素子７を収納して構成される
絶縁型の電力用半導体モジュールであり、電力用半導体モジュール１で発生する熱を外部
へ放熱するための金属放熱体であるベース板２と、ベース板２上に設けられた第１絶縁層
３と、第１絶縁層３上に設けられた金属箔からなる１層目の第１配線パターン４とを備え
ている。そして、第１配線パターン４上の一部分である所定領域には、第２絶縁層５を介
して配設される金属箔からなる２層目の第２配線パターン６が積層され、２層の第１、第
２配線パターン４、６が積層するパターン積層領域Ｘ１が形成されている。
【００１４】
　第１配線パターン４上であって、パターン積層領域Ｘ１とは異なる領域に、複数の電力
用半導体素子７が搭載されており、はんだ８によって第１配線パターン４に接合されてい
る。また、各電力用半導体素子７間や、各電力用半導体素子７と第１、第２配線パターン
４、６間等の必要な箇所は、ワイヤボンド９により電気的に接続されている。第１、第２
配線パターン４、６上の必要箇所には、それぞれ外部接続用のソケット型の端子１０が設
けられ、端子１０は、はんだ８により第１、第２配線パターン４、６に接合されている。
端子１０の孔部１００には、棒状の外部端子（図示なし）が挿入接続される。
【００１５】
　そして、これらの各部材（ベース板２、第１絶縁層３、第１配線パターン４、第２絶縁
層５、第２配線パターン６、電力用半導体素子７、ワイヤボンド９、端子１０等）が、ト
ランスファーモールド樹脂１１により一体的に封止されることで電力用半導体モジュール
１が構成されている。
　なお、本実施の形態１では、端子１０として、外部端子を挿入接続するソケット型端子
を採用しているが、ネジ接続用の端子など、外部回路と接続できるようなものであればど
のような端子であってもよい。
【００１６】
　次に、各部材の材質等について説明する。
　ベース板２は、熱伝導性に優れた金属、例えば、アルミニウム、アルミニウム合金、銅
、銅合金、鉄、および鉄合金等、あるいは、複合材料である銅／鉄－ニッケル合金／銅お
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よびアルミニウム／鉄－ニッケル合金／アルミニウム等を用いることができる。特に、電
力用半導体素子の電流容量が大きい場合には、電気伝導性にも優れた銅を用いることが好
ましい。また、ベース板２の厚み、長さ、幅は、例えば電力用半導体素子７の電流容量に
より、適宜決定される。電力用半導体素子７の電流容量が大きくなるほど、ベース板２の
厚み、長さ、幅を大きく設定することが好ましい。
　本実施の形態１では、ベース板２として厚み３ｍｍのアルミニウム板を使用している。
【００１７】
　第１絶縁層３は、例えば、各種セラミックスや、無機粉末を含有する樹脂絶縁シート、
ガラス繊維を含有する樹脂絶縁シート等を用いることができる。
　第２絶縁層５には、樹脂製のものを使用し、例えば、無機粉末を含有する樹脂絶縁シー
ト、ガラス繊維を含有する樹脂絶縁シート等を用いることができる。
　本実施の形態１では、第１、第２絶縁層３、５ともに、無機粉末としてアルミナ粉末を
含有するエポキシ樹脂絶縁シートにより形成している。なお、その他の無機粉末としては
、ベリリヤ、ボロンナイトライド、マグネシア、シリカ、窒化珪素、窒化アルミニウム等
が挙げられる。なお、樹脂絶縁シートにより形成された第１、第２絶縁層３、５の厚みは
、例えば２０～４００μｍ程度に設定される。
【００１８】
　第１配線パターン４および第２配線パターン６を形成する金属箔には例えば銅箔を用い
、銅箔の厚みは０．３ｍｍとしている。
　また、ワイヤボンド９には、アルミニウム線や、銅線等を用いることができ、ここでは
、ワイヤボンド９としてアルミニウム線を使用している。
　なお、第１、第２配線パターン４、６を形成する銅箔の厚み、ワイヤボンド９に用いら
れる金属線の線径・本数は、電力用半導体素子７の電流容量により適宜決定され、本実施
の形態１の例に限られるものではない。
【００１９】
　次に、電力用半導体モジュール１の製造方法の一例について説明する。
　まず、厚み３ｍｍのアルミニウム板からなるベース板２上に、Ｂステージ状態のアルミ
ナ粉末を含有するエポキシ樹脂シートを第１絶縁層３として載せ、さらにその上に厚み０
．３ｍｍの銅箔（１層目）を重ねる。なお、Ｂステージ状態とは、エポキシ樹脂等の熱硬
化性樹脂の硬化中間状態をいう。そして、ベース板２、第１絶縁層３、銅箔（１層目）を
重ねたものを加熱・加圧し、ベース板２と銅箔（１層目）とは、第１絶縁層３の硬化によ
り固着される。その後、銅箔（１層目）を所定の形状にエッチングし、１層目の第１配線
パターン４を形成する。なお、第１配線パターン４には、電力用半導体素子７を搭載する
ための素子搭載部分が所定の位置に設けられている。
【００２０】
　次に、１層目の第１配線パターン４上の一部である所定領域に、Ｂステージ状態のアル
ミナ粉末を含有するエポキシ樹脂シートを第２絶縁層５として載せ、さらにその上に第２
絶縁層５と略同じサイズの厚み０．３ｍｍの銅箔（２層目）を重ねる。そして、これらを
再度加熱・加圧し、第１配線パターン４と銅箔（２層目）とは、第２絶縁層５の硬化によ
り固着される。その後、銅箔（２層目）を所定の形状にエッチングし、２層目の第２配線
パターン６を形成する。
　このようにして、ベース板２、第１絶縁層３、第１配線パターン４、第２絶縁層５、第
２配線パターン６が積層してなる金属回路基板を形成する。本実施の形態１では、第１絶
縁層３、第２絶縁層５をエポキシ樹脂絶縁シートにより形成しているため、ベース板２と
第１配線パターン４間、第１配線パターン４と第２配線パターン６間に配置されることで
、各部材を絶縁するとともに、各部材を固着する接着剤としての役割も担っている。
　なお、金属回路基板の形成後、金属回路基板の表面の任意の場所に、第１配線パターン
４、第２配線パターン６を保護する絶縁膜である、ソルダーレジスト（図示せず）を形成
してもよい。
【００２１】
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　次に、１層目の第１配線パターン４上の所定の場所に設けられる素子搭載部分に電力用
半導体素子７を、そして第１配線パターン４、第２配線パターン６上の任意の場所に外部
接続用の端子１０を、各々はんだ８を用いて接合する。なお、電力用半導体素子７は第１
配線パターン４上にのみ配置され、第２配線パターン６上には配置されない。
　そして、第１配線パターン４もしくは第２配線パターン６と各電力用半導体素子７との
間、および、各電力用半導体素子７間において、導通が必要な箇所をワイヤボンド９で接
続する。なお、本実施の形態１では、第１、第２配線パターン４、６と電力用半導体素子
７との接続、および各電力用半導体素子７間の接続をワイヤボンド９により行っているが
、これに限られるものではなく、電気的接続を行えるものであれば、他の方法を用いても
よい。
【００２２】
　次に、電力用半導体素子７や端子１０等を搭載した金属回路基板を金型にセットし、金
型内に例えばシリカ粉末が充填されたエポキシ樹脂系トランスファーモールド樹脂１１を
注入して、電力用半導体素子７や端子１０等を搭載した金属回路基板を封止する。
【００２３】
　なお、本実施の形態１では、２層目の絶縁層となる第２絶縁層５として、アルミナ粉末
を含有するエポキシ樹脂シートを用いたが、この他、ポリイミドなどの絶縁性のある樹脂
のフィルムやシートを用いても良く、また加熱・加圧での加工だけでなく、両面に粘着剤
のついたポリイミドシートなどを使用することで、第１配線パターン４と第２配線パター
ン６とを接着してもよい。
【００２４】
　ところで、一般に言う絶縁基板とは、金属製のベース板上に絶縁層を介して配線パター
ンが１層のみ配置されたものであり、このような絶縁基板は市販等されている。例えば、
本実施の形態１の電力用半導体モジュール１を、この一般に市販等されている絶縁基板を
利用して形成してもよい。すなわち一般の絶縁基板の配線パターンを１層目の配線パター
ンとし、この配線パターンの上の一部の領域に、２層目の配線パターンを絶縁層を介して
設けることとしてもよい。
【００２５】
　次に、実施の形態１の電力用半導体モジュール１における電力用半導体素子７の配置と
、それらの接続関係について詳しく説明する。
　上述の通り、本実施の形態１では６ｉｎ１の電力用半導体モジュール１を採用しており
、電力用半導体モジュール１は、電力用半導体素子７としての自己消弧型半導体素子７ａ
と、電力用半導体素子７としての還流用ダイオード７ｂとが逆並列に接続された組が２組
直列に接続された回路を１相分として、これを３相分備えている。
　本実施の形態１の電力用半導体モジュール１では、例えば、図１中一番左側に配置され
ている自己消弧型半導体素子７ａと還流用ダイオード７ｂとで正極側アーム７０ａを構成
し、その隣りに配置されている自己消弧型半導体素子７ａと還流用ダイオード７ｂとで負
極側アーム７０ｂを構成し、この正極側アーム７０ａ、負極側アーム７０ｂにより１相分
の回路を形成する構成となっている。
【００２６】
　なお、自己消弧型半導体素子７ａとしては、ＩＧＢＴ（Ｉｎｓｕｌａｔｅｄ　Ｇａｔｅ
　Ｂｉｐｏｌａｒ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）やＭＯＳＦＥＴ（Ｍｅｔａｌ　Ｏｘｉｄｅ　
Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　Ｆｉｅｌｄ　Ｅｆｆｅｃｔ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｅｒ）など
が代表的である。ただし、これらに限られるものではなく、その他の自己消弧型半導体素
子であってもよい。本実施の形態１では、自己消弧型半導体素子７ａとしてＩＧＢＴを採
用し、制御電極としてのゲート電極、入力電極としてのコレクタ電極、出力電極としての
エミッタ電極を備えている。なお、ＭＯＳＦＥＴを採用した場合には、一般に、入力電極
としてドレイン電極、出力電極としてソース電極が該当する。
【００２７】
　ここで、図３に、電力用半導体モジュール１の３相の内、１相分が２レベル電力変換回



(9) JP 2017-108187 A 2017.6.15

10

20

30

40

50

路を構成する場合における、外部回路を含めた等価回路図を示す。図３に示すように、こ
の回路は、自己消弧型半導体素子７ａと還流用ダイオード７ｂとを逆並列に接続した組を
２直列に接続したものを、コンデンサ１１０の両端となる正極端子１０ｐと負極端子１０
ｎに接続して構成されている。コンデンサ１１０の正極と接続されるアームが正極側アー
ム７０ａ、コンデンサ１１０の負極と接続されるアームが負極側アーム７０ｂである。な
お、正極側アーム７０ａと負極側アーム７０ｂとの中点ＡＣは、負荷Ｌを介して、他相の
正極側アーム７１ａと負極側アーム７１ｂとの中点に接続されている。
【００２８】
　図１上において、一番左側の正極側アーム７０ａとその隣りの負極側アーム７０ｂによ
り構成された１相分の回路について、その接続関係を図３を参照しながら説明する。
　まず、図３で示す点線部分、すなわち正極端子１０ｐと正極側アーム７０ａのコレクタ
電極側の点Ｃ１との接続経路を点線で示すとともに、図１において、当該接続経路を点Ｃ
１と１０Ｐとの間における点線で示す。図１に示すように、第１配線パターン４の第１領
域４ａ上に、正極端子１０ｐ、正極側アーム７０ａが設けられることにより、正極端子１
０ｐと正極側アーム７０ａとの接続経路は、１層目の第１配線パターン４上となる。
　次に、図３で示す一点鎖線部分、すなわち負極側アーム７０ｂのエミッタ電極側の点Ｅ
１と負極端子１０ｎとの接続経路を一点鎖線で示すとともに、図１において、当該経路を
点Ｅ１と１０ｎとの間の一点鎖線で示す。図１に示すように第１配線パターン４の第２領
域４ｂ上に負極側アーム７０ｂが設けられており、負極側アーム７０ｂはワイヤボンド９
ｂ（９）により２層目の第２配線パターン６と接続されている。そして、２層目の第２配
線パターン６上に負極端子１０ｎが設けられていることにより、負極側アーム７０ｂと負
極端子１０ｎとの接続経路は、主に２層目の第２配線パターン６上となる。
　なお、正極側アーム７０ａと負極側アーム７０ｂとの接続は、ワイヤボンド９ａ（９）
および第１配線パターン４の第２領域４ｂを介して行われている。
　また、正極側アーム７０ａを構成する自己消弧型半導体素子７ａのゲート電極用の配線
は１層目の第１配線パターン４の一部である第３領域４ｃに、エミッタ電極の制御用配線
は第３領域４ｃの隣りに配置される第１配線パターン４の一部である第４領域４ｄにそれ
ぞれ形成されている。
【００２９】
　以上の通り、正極端子１０ｐと正極側アーム７０ａとの電気的接続は１層目の第１配線
パターン４を介し、負極側アーム７０ｂと負極端子１０ｎとの電気的接続は第１配線パタ
ーン４の上側に重なる２層目の第２配線パターン６を介して行われている。
　このように、第１配線パターン４、第２配線パターン６を積層化することにより、正極
端子１０ｐと正極側アーム７０ａ間や、負極側アーム７０ｂと負極端子１０ｎ間を繋ぐ主
回路における電流経路を平行平板化することができる。従って、回路の電流経路を短くす
ることができ、電力用半導体モジュール１内部の配線インダクタンスを低減することがで
きる。
【００３０】
　ところで、上記でも説明したように、大電流、高電圧でスイッチング動作する電力用半
導体モジュールでは、電力用半導体素子である自己消弧型半導体素子がオフする際の電流
の時間変化ｄｉ／ｄｔと配線インダクタンスＬとにより、サージ電圧ΔＶ＝Ｌ・ｄｉ／ｄ
ｔが自己消弧型半導体素子に印加される。配線インダクタンスＬが大きいと自己消弧型半
導体素子の耐圧を超えるサージ電圧が発生し、自己消弧型半導体素子の劣化の原因となる
ことがある。従って、サージ電圧を抑えることが、自己消弧型半導体素子の能力を効率的
に発揮させることにつながる。サージ電圧を抑えるためには、サージ電圧が発生する経路
、すなわち、スイッチング動作時に電流の時間変化ｄｉ／ｄｔが発生する経路である転流
ループにおける配線インダクタンスＬを小さくすることが求められる。
【００３１】
　図３に示す回路における転流ループＲをグレー実線（一部に点線、一点鎖線を含む）で
示す。また、図３に対応させて、図１上における、一番左側の正極側アーム７０ａとその
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隣りの負極側アーム７０ｂにより構成された１相分の回路にも同様にグレー実線（一部に
点線、一点鎖線を含む）で転流ループＲを示す。
　上記で説明した正極端子１０ｐから正極側アーム７０ａまでの経路（点線部分）と、負
極側アーム７０ｂから負極端子１０ｎまでの経路（一点鎖線部分）とは、転流ループに含
まれており、転流ループの主部分となっている。上述の通り、正極端子１０ｐから正極側
アーム７０ａまでの経路は第１配線パターン４の第１領域４ａを通り、負極側アーム７０
ｂから負極端子１０ｎまでの経路は第１配線パターン４の第１領域４ａ部分に重なる第２
配線パターン６を通る。そして、重なった部分の転流ループでは、電流の向きが逆である
ため、電流の時間変化ｄｉ／ｄｔにより発生する磁束を互いに打ち消す。すなわち、第１
配線パターン４の第１領域４ａ部分と第２配線パターン６とが積層されて経路が短くなっ
たことに加え、ｄｉ／ｄｔによる磁束が打ち消されるため、転流ループにおける配線イン
ダクタンスＬを効率的に低減することができる。
【００３２】
　上記において、第２絶縁層５、第２配線パターン６は、第１配線パターン４上の素子搭
載部分以外の任意の箇所に配置されることを説明した。第２配線パターン６の配置は、第
１配線パターン４上の素子搭載部分以外の任意の箇所であって、上記のように転流ループ
の配線が積層し、かつその電流の向きが逆となるような配置に決定されている。
【００３３】
　なお、自己消弧型半導体素子７ａや還流用ダイオード７ｂ等の電力用半導体素子７は、
第１配線パターン４上のみに配置され、第２配線パターン６上には配置されない。これに
よる効果を説明する。
　電力用半導体素子７では、スイッチング時等に熱を発生するため、この発生熱を効率よ
く放熱することが必要となる。一般に、電力用半導体モジュールは放熱器に接続して使用
するが、電力用半導体素子から放熱器に接触するベース板までの積層された部材の熱抵抗
を小さくすることが、放熱効率を上げることに繋がる。特に、導体に比べて熱伝導率の低
い絶縁体は熱抵抗を増大させるので、絶縁体による熱抵抗を下げることが放熱効率を上げ
ると言える。第２配線パターン６が設けられたパターン積層領域Ｘ１では、絶縁体である
絶縁層が２層に積層されているため熱抵抗が大きくなるが、パターン積層領域以外の部分
では絶縁層が単層であり、第１配線パターン４の下部は第１絶縁層３を介して直接ベース
板２に固着されている。このため、電力用半導体素子７を第１配線パターン４上に配置し
ておくことで、電力用半導体素子７から発生する熱は、効率よくベース板２に伝熱して放
熱される。
【００３４】
　以上のように、本実施の形態１の電力用半導体モジュール１は、１層目の第１配線パタ
ーン４上の一部の領域に第２絶縁層５のみを介して２層目の第２配線パターン６が積層さ
れるパターン積層領域Ｘ１を備えた。このため、電力用半導体モジュール１の主回路とな
る正極端子１０ｐから正極側アーム７０ａへの配線を１層目の第１配線パターン４に設け
、負極側アーム７０ｂから負極端子１０ｎへの配線を２層目の第２配線パターン６に設け
ることができ、電流経路を平行平板化することができる。これにより回路の電流経路を短
くすることができ、電力用半導体モジュール１内部の配線インダクタンスの低減を図るこ
とができる。
　さらに、第１、第２配線パターン４、６が積層された部分の転流ループでは、電流の向
きが逆となるため、電流の時間変化ｄｉ／ｄｔにより発生する磁束を互いに打ち消すこと
ができ、転流ループにおける配線インダクタンスを効率的に低減することができる。
　また、第１、第２配線パターン４、６が積層されることにより、配線に必要なスペース
を縮小でき、電力用半導体モジュール１を小型化することができる。
【００３５】
　また、熱源となる電力用半導体素子７は、１層目の第１配線パターン４上に配置されて
いるため、電力用半導体素子７からの発生熱を効率よくベース板２伝熱することができ、
冷却性能の高い電力用半導体モジュール１を得ることができる。
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【００３６】
　なお、本実施の形態１では、一例として６ｉｎ１構造の電力用半導体モジュール１を採
用したが、これに限られるものではなく、いわゆる２ｉｎ１や、１ｉｎ１構造の電力用半
導体モジュールであっても本実施の形態１を適用することができ、同様の効果が得られる
。
　一方、本実施の形態１で記載の６ｉｎ１構造においては、第１、第２配線パターン４、
６が積層され、配線インダクタンスを効率的に低減できるため、特に、負極側の相間のイ
ンダクタンスのばらつきが小さい。したがって、６ｉｎ１構造において本発明を適用する
ことにより、相間のスイッチング速度のばらつきやサージ電圧のばらつきが小さくなると
いう効果が得られる。
【００３７】
実施の形態２．
　図４は、この発明の実施の形態２における電力用半導体モジュール１Ａの構成を模式的
に示す平面図、図５は図４の平面図におけるＢ１－Ｂ２断面図である。なお、電力用半導
体モジュール１Ａの内部の構成が分かりやすいよう、図４の平面図においてトランスファ
ーモールド樹脂１１の記載を省略している。
　本実施の形態２でも、上記実施の形態１と同様、６ｉｎ１構造の電力用半導体モジュー
ルを採用しており、逆並列に接続された自己消弧型半導体素子７ａと還流用ダイオード７
ｂとの組が２組直列に接続された回路を１相分とし、この回路を３相分備えている。各電
力用半導体素子７ａ、７ｂの配置等、基本的な構成は上記実施の形態１とほぼ同様である
が、各自己消弧型半導体素子７ａのゲート電極用の配線およびエミッタ電極の制御用配線
のパターン配設場所が異なっている。なお、上記実施の形態１と同様の構成については、
同一符号を付して説明を省略する。
【００３８】
　上記実施の形態１では自己消弧型半導体素子７ａのゲート電極用の配線、エミッタ電極
の制御用配線は両方とも１層目の第１配線パターン４上（第３領域４ｃ、第４領域４ｄ）
に設けられていた。
　これに対し、本実施の形態２では、図４、図５に示すように、１層目の第１配線パター
ン４と２層目の第２配線パターン６とが積層されるパターン積層領域が複数箇所に存在し
、自己消弧型半導体素子７ａのゲート電極用の配線とエミッタ電極の制御用配線は、一方
が１層目の第１配線パターンに、他方が２層目の第２配線パターンにそれぞれ設けられ、
ゲート電極用の配線とエミッタ電極の制御用配線とがパターン積層領域にて積層されてい
る。
【００３９】
　具体的には、本実施の形態２では、パターン積層領域Ｘ１以外に６箇所のパターン積層
領域Ｘ２～Ｘ７を有している。例えば、図４、５中、一番左側に配置されている自己消弧
型半導体素子７ａのエミッタ電極の制御用配線を１層目の第１配線パターン４（第１配線
パターン４の第５領域４ｅ）に設け、ゲート電極用の配線をパターン積層領域Ｘ２におけ
る２層目の第２配線パターン６（第１配線パターン４の第５領域４ｅ上に第２絶縁層を介
して積層される２層目の配線パターン６）に設けている。これにより自己消弧型半導体素
子７ａのゲート電極用の配線と、エミッタ電極の制御用配線とが積層される。第１配線パ
ターン４ｅ（４）、第２配線パターン６（Ｘ２）は、自己消弧型半導体素子７ａのエミッ
タ電極、ゲート電極にそれぞれワイヤボンド９（図中９ｃで示すワイヤボンド）を介して
接続され、エミッタ電極、ゲート電極が制御用の端子１０（図中１０ａで示す端子）とそ
れぞれ接続される。そして、各端子１０ａに外部回路が接続されることになる。
　なお、一番左側に配置されている自己消弧型半導体素子７ａ以外の５個の自己消弧型半
導体素子７ａについても同様であり、各パターン積層領域Ｘ３～Ｘ７においてゲート電極
用の配線とエミッタ電極の制御用配線とが積層される構成となっている。
【００４０】
　以上のように、本実施の形態２では、自己消弧型半導体素子７ａのゲート電極用の配線
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とエミッタ電極の制御用配線を積層することにより、ゲート電極とエミッタ電極との間の
経路が短くなる。このため、上記実施の形態１の効果に加え、ゲート・エミッタ間の経路
におけるインピーダンスを下げることができ、ゲートの振動・発振などを抑制することが
可能となる。また、ゲート電極用の配線、エミッタ電極の制御用配線を積層させることに
より、電力用半導体モジュール１Ａのさらなる小型化が可能となる。
　なお、本実施の形態２では、エミッタ電極の制御用配線を１層目の第１配線パターン４
、ゲート電極用の配線を２層目の第２配線パターン６に設けたが、これに限られるもので
はなく、ゲート電極用の配線を１層目の第１配線パターン４に、エミッタ電極の制御用配
線を２層目の第２配線パターン６に設ける構成としてもよい。
【００４１】
実施の形態３．
　図６は、この発明の実施の形態３における電力用半導体モジュール１Ｂの構成を模式的
に示す平面図、図７は図６の平面図におけるＣ１－Ｃ２断面図である。本実施の形態３で
は、一例として、２ｉｎ１構造と呼ばれる電力用半導体モジュールを採用している。
　本実施の形態３での電力用半導体モジュール１Ｂは、電力用半導体素子７としての自己
消弧型半導体素子７ａと、電力用半導体素子７としての還流用ダイオード７ｂとが逆並列
に接続されたものを２個並列に接続して１組とし、この組を２組直列接続した回路により
構成されている。
【００４２】
　本実施の形態３の電力用半導体モジュール１Ｂは上記実施の形態１や実施の形態２とは
異なり、トランスファーモールド樹脂により封止されるトランスファーモールド型の電力
用半導体モジュールではない。本実施の形態３の電力用半導体モジュール１Ｂは、トラン
スファーモールド型よりも広く普及しているケース型の電力用半導体モジュール１Ｂであ
る。ケース型の電力用半導体モジュールとは、樹脂製のケースの内部にゲル封止樹脂等を
注入して、配線パターンや電力用半導体素子等を封止し、一体化したものである。
　一般にケース型の電力用半導体モジュールでは、金属放熱体であるベース板上に配置さ
れる絶縁層としてセラミック製の絶縁層が用いられる。本実施の形態３においても、ベー
ス板上に配置される１層目の第１絶縁層としてセラミック製の第１絶縁層３Ｂを使用する
。
【００４３】
　まず、図６、図７を参照して、電力用半導体モジュール１Ｂの構成を説明する。なお、
上記実施の形態１と同様の構成については、同一符号を付して説明を省略する。また、電
力用半導体モジュール１Ｂのケース内部の構成が分かりやすいよう、図６の平面図におい
てケースの記載を省略している。
　電力用半導体モジュール１Ｂは、金属放熱体であるベース板２Ｂ上に、第１絶縁層とし
てのセラミックス製の第１絶縁層３Ｂが設けられている。実際には、第１絶縁層３Ｂの下
面には金属箔３０Ｂがロウ付けにより接合されており、この金属箔３０Ｂがはんだ８によ
りベース板２Ｂに接合されている。これにより、ベース板２Ｂ上に第１絶縁層３Ｂが固着
される。ベース板２Ｂ上に固定された第１絶縁層３Ｂの上面には、金属箔をエッチングし
て形成された１層目の第１配線パターン４Ｂが、ロウ付けなどにより固着されている。そ
して、第１配線パターン４Ｂ上の一部分である所定領域には、第２絶縁層５Ｂを介して配
設される金属箔からなる２層目の第２配線パターン６Ｂが積層され、２層の配線パターン
４Ｂ、６Ｂが積層されるパターン積層領域Ｙ１が形成されている。
【００４４】
　第１配線パターン４Ｂ上であって、パターン積層領域Ｙ１とは異なる領域には、複数の
電力用半導体素子７が搭載されており、はんだ８によって第１配線パターン４Ｂに接合さ
れている。また、各電力用半導体素子７間や、各電力用半導体素子７と第１、第２配線パ
ターン４Ｂ、６Ｂ間等の必要な箇所は、ワイヤボンド９により電気的に接続されている。
また、第１、第２配線パターン４Ｂ、６Ｂ上の任意の箇所には、複数の外部接続用の端子
１０ｂが設けられ、端子１０ｂは、はんだ８により第１、第２配線パターン４Ｂ、６Ｂに
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接合されている。なお、上記実施の形態１、２では、外部接続用の端子としてソケット型
の端子を採用していたが、本実施の形態３では端子１０として、ねじ止め型の端子１０ｂ
を採用している。
【００４５】
　そして、これらの各部材（ベース板２Ｂ、第１絶縁層３Ｂ、第１配線パターン４Ｂ、第
２絶縁層５Ｂ、第２配線パターン６Ｂ、電力用半導体素子７、ワイヤボンド９、端子１０
ｂ等）が、ケース１２により覆われ、ケース１２内部にはゲル状の封止樹脂１３が充填さ
れている。
【００４６】
　次に、各構成の材質等について説明する。
　ベース板２Ｂについては上記実施の形態１のベース板２の場合と同様であり、説明を省
略する。
　第１絶縁層３Ｂについては、上記実施の形態１の樹脂製の第１絶縁層３とは異なり、セ
ラミックス製の第１絶縁層３Ｂを採用している。セラミックスとしては例えば窒化珪素、
窒化アルミニウムなどが挙げられる。そして、第１絶縁層３Ｂの厚みは、例えば３００～
１０００μｍ程度に設定される。なお、第２絶縁層５Ｂについては、上記実施の形態１と
同様であり、第２絶縁層５Ｂは無機粉末としてアルミナ粉末を含有するエポキシ樹脂絶縁
シートにより形成され、その厚みは、例えば２０～４００μｍ程度に設定される。
　第１配線パターン４Ｂ、第２配線パターン６Ｂ、ワイヤボンド９等については、上記実
施の形態１の場合と同様であり、説明を省略する。
【００４７】
　ここで、ケース型の電力用半導体モジュールによく使われる一般に言うセラミックス絶
縁基板について説明する。セラミックス絶縁基板は、セラミックス製の絶縁層の一方側の
面にロウ付けにより銅などの金属箔が固着され、他方側の面に銅箔などの金属箔をエッチ
ング等して形成された配線パターンが同じくロウ付けなどにより固着されたものである。
　本実施の形態３の電力用半導体モジュール１Ｂにおいて、金属箔３０Ｂ、第１絶縁層３
Ｂ、第１配線パターン４Ｂとして、一般的に市販等されている上記セラミックス絶縁基板
を用いることとし、金属箔３０Ｂ、第１絶縁層３Ｂ、第１配線パターン４Ｂをセラミック
ス絶縁基板１４とする。
【００４８】
　次に、電力用半導体モジュール１Ｂの製造方法の一例について説明する。
　まず、厚み３ｍｍのアルミニウム板からなるベース板２Ｂ上にセラミックス絶縁基板１
４をはんだ８により固着する。なお、この時、セラミックス絶縁基板１４の下側が金属箔
３０Ｂ、上側が第１配線パターン４Ｂとなるようにベース板２Ｂ上に固着する。
　次に、１層目の第１配線パターン４Ｂ上の一部である所定領域に、Ｂステージ状態のア
ルミナ粉末を含有するエポキシ樹脂シートを第２絶縁層５Ｂとして載せ、さらにその上に
第２絶縁層５Ｂと略同じサイズの厚み０．３ｍｍの銅箔（２層目）を重ねる。そして、こ
れらを加熱・加圧することで、第１配線パターン４Ｂと銅箔（２層目）とが、第２絶縁層
５Ｂの硬化により第２絶縁層５Ｂを介して固着される。その後、銅箔（２層目）を所定の
形状にエッチングし、２層目の第２配線パターン６Ｂを形成する。なお、第１配線パター
ン４Ｂには、電力用半導体素子７を搭載するための素子搭載部分が所定の位置に設けられ
ており、第２絶縁層５Ｂ、第２配線パターン６Ｂは、第１配線パターン４上の素子搭載部
分以外の所定領域に形成される。
【００４９】
　このようにして、ベース板２Ｂ、セラミックス絶縁基板１４、第２絶縁層５Ｂ、第２配
線パターン６Ｂを積層してなる金属回路基板を形成する。なお、金属回路基板の形成後、
金属回路基板の表面の任意の場所に、第１配線パターン４Ｂ、第２配線パターン６Ｂを保
護する絶縁膜である、ソルダーレジスト（図示せず）を形成してもよい。また、ベース板
２Ｂとセラミックス絶縁基板１４とを固着する前に、予めセラミックス絶縁基板１４にソ
ルダーレジストを形成しておいてもよい。
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【００５０】
　次に、１層目の第１配線パターン４Ｂ上の所定の場所に設けられた素子搭載部分に電力
用半導体素子７を、そして第１配線パターン４Ｂ、第２配線パターン６Ｂ上の任意の場所
に外部接続用の端子１０ｂを、各々はんだ８を用いて接合する。なお、電力用半導体素子
７は第１配線パターン４Ｂ上にのみ配置され、第２配線パターン６Ｂ上には配置されない
。
　ここで、上述の通り、本実施の形態３の電力用半導体モジュール１Ｂは、電自己消弧型
半導体素子７ａと、還流用ダイオード７ｂとが逆並列に接続されたものを２個並列に接続
してこれを１組とし、この組を２組直列接続した回路により構成されている。従って、図
６にも示すように、第１配線パターン４上には、自己消弧型半導体素子７ａと還流用ダイ
オード７ｂとの組が４組配置されており、本実施の形態３の電力用半導体モジュール１Ｂ
では、例えば、図中左側半分に配置されている２個の自己消弧型半導体素子７ａと２個の
還流用ダイオード７ｂとで負極側アーム７０ｂを構成し、図中右側半分に配置されている
２個の自己消弧型半導体素子７ａと２個の還流用ダイオード７ｂとで正極側アーム７０ａ
を構成している。
【００５１】
　そして、第１配線パターン４Ｂもしくは第２配線パターン６Ｂと電力用半導体素子７と
の間、および、各電力用半導体素子７間において、導通が必要な箇所をワイヤボンド９で
接続する。なお、本実施の形態３では、各配線パターン４Ｂ、６Ｂと電力用半導体素子７
との接続、および各電力用半導体素子７間の接続をワイヤボンド９により行っているが、
これに限るものではなく、電気的接続を行えるものであれば、他の方法を用いてもよい。
　次に、電力用半導体素子７や端子１０ｂ等を搭載した金属回路基板を取り囲む様に設け
られたケース１２の外周部１２ａを、ベース板２Ｂの上面の周囲部分に接着剤により固着
する。そして、その内部にゲル状の封止樹脂１３を充填し、加温して封止樹脂１３を硬化
させる。その後、ケース１２の蓋部１２ｂを被せ、外周部１２ａと蓋部１２ｂを接着剤に
て固着し、ケース１２を形成する。
【００５２】
　なお、本実施の形態３では、第２絶縁層５Ｂとして、アルミナ粉末を含有するエポキシ
樹脂シートを用いたが、この他、ポリイミドなどの絶縁性のある樹脂のフィルムやシート
を用いても良く、また加熱・加圧での加工だけでなく、両面に粘着剤のついたポリイミド
シートなどを使用することで、第１配線パターン４Ｂと第２配線パターン６Ｂとを接着し
てもよい。
【００５３】
　以上のように、本実施の形態３では、上記実施の形態１とは異なり、ケース型の電力用
半導体モジュール１Ｂを採用したが、上記実施の形態１の構成と同様、１層目の第１配線
パターン４Ｂ上の一部の領域に第２絶縁層５Ｂのみを介して２層目の第２配線パターン６
Ｂが積層されるパターン積層領域Ｙ１を備えた。このため、電力用半導体モジュール１Ｂ
の主回路となる正極端子から正極側アーム７０ａへの配線および負極側アーム７０ｂから
負極端子への配線をパターン積層領域Ｙ１にて積層配置することができ、電流経路を平行
平板化することができる。従って、上記実施の形態１と同様、電力用半導体モジュール１
Ｂ内部の配線インダクタンスの低減、転流ループにおける配線インダクタンスの効率的低
減、電力用半導体モジュール１Ｂの小型化等の効果が得られる。また、熱源となる電力用
半導体素子７は、１層目の第１配線パターン４Ｂ上に配置されているため、電力用半導体
素子７からの発生熱を効率よくベース板２Ｂに伝熱することができ、上記実施の形態１と
同様、冷却性能の高い電力用半導体モジュール１Ｂを得ることができる。
【００５４】
　なお、冷却性能について、本実施の形態３では、熱源となる電力用半導体素子７を搭載
する第１配線パターン４Ｂとベース板２Ｂとの間の第１絶縁層３Ｂとして、セラミックス
製の絶縁層を採用している。窒化珪素、窒化アルミニウムなどのセラミックスは、樹脂製
の絶縁層に比べ熱抵抗が小さく、電力用半導体素子７からの発熱をより効率的にベース板



(15) JP 2017-108187 A 2017.6.15

10

20

30

40

50

２Ｂに伝熱することができ、冷却性能をより向上させることができる。
【００５５】
　また、本実施の形態３の構成に上記実施の形態２の構成を適用してもよく、自己消弧型
半導体素子７ａのゲート電極用の配線、エミッタ電極の制御用配線を積層させることもで
きる。
【００５６】
　また、本実施の形態３では、自己消弧型半導体素子７ａと還流用ダイオード７ｂとが逆
並列接続されたものを２個並列に接続してこれを１組とし、この組を２組直列接続した回
路について説明したが、一般的な２ｉｎ１構造では、自己消弧型半導体素子７ａと還流用
ダイオード７ｂとが逆並列接続されたものを１組として、これを２組直列接続した回路に
より構成されるものも多く、当然ながらこのような回路でも本実施の形態３を適用するこ
とができる。もちろん、上記実施の形態１のような６ｉｎ１構造の電力用半導体モジュー
ルや、１ｉｎ１構造の電力用半導体モジュールであっても本実施の形態３を適用すること
ができる。また、本実施の形態３を６ｉｎ１構造に適用した場合、第１、第２配線パター
ン４、６が積層され、配線インダクタンスを効率的に低減できるため、特に、負極側の相
間のインダクタンスのばらつきが小さい。したがって、６ｉｎ１構造において本発明を適
用することにより、相間のスイッチング速度のばらつきやサージ電圧のばらつきが小さく
なるという効果が得られる。
【００５７】
実施の形態４．
　図８は、この発明の実施の形態４における電力用半導体モジュール１Ｃの構成を模式的
に示す平面図、図９は図８の平面図におけるＤ１－Ｄ２断面図である。なお、電力用半導
体モジュール１Ｃの内部の構成が分かりやすいよう、図８の平面図においてトランスファ
ーモールド樹脂１１の記載を省略している。
　本実施の形態４では、上記実施の形態１、２と同様、６ｉｎ１構造の電力用半導体モジ
ュールを採用しており、逆並列に接続された自己消弧型半導体素子７ａと還流用ダイオー
ド７ｂとの組（アーム）が２組直列に接続された回路を１相分とし、この回路を３相分備
えている。各電力用半導体素子７ａ、７ｂの配置等、基本的な構成は上記実施の形態１、
２とほぼ同様であるが、各自己消弧型半導体素子７ａの制御電極であるゲート電極用の配
線と、出力電極であるエミッタ電極の制御用配線のパターン配設場所が異なっている。な
お、上記実施の形態１と同様の構成については、同一符号を付して説明を省略する。
【００５８】
　図８、図９に示すように、本実施の形態４の電力用半導体モジュール１Ｃは、ベース板
２Ｃ、第１絶縁層３Ｃ、第１配線パターン４Ｃ、第２絶縁層５Ｃ、第２配線パターン６Ｃ
が順に積層されて構成されており、ここまでは上記実施の形態１の電力用半導体モジュー
ル１と基本的に同様である。ベース板２Ｃ、第１絶縁層３Ｃ、第１配線パターン４Ｃ、第
２絶縁層５Ｃ、第２配線パターン６Ｃの材質等についても上記実施の形態１で使用するも
のと同様である。そして、本実施の形態４では、１層目の第１配線パターン４Ｃと２層目
の第２配線パターン６Ｃとが積層されるパターン積層領域Ｚ１上に、さらに積層される３
層目の第３配線パターン１６、４層目の第４配線パターン１８が設けられている。
【００５９】
　具体的には、パターン積層領域Ｚ１における第２配線パターン６Ｃ上の一部の領域に、
第３絶縁層１５が設けられ、第３絶縁層１５上に第２絶縁層１５と略同じサイズの３層目
の第３配線パターン１６が設けられ、さらに第３配線パターン１６上の一部に第４絶縁層
１７が設けられ、第４絶縁層１７上に第４絶縁層１７と略同じサイズの４層目の第４配線
パターン１８が設けられ、配線パターンが４層積層された４層積層領域（Ｚ２～Ｚ４）が
形成される。
　なお、本実施の形態４では、一例として、４層積層領域が計３箇所設けられており（図
中Ｚ２～Ｚ４で示す領域）、正極側アーム７０ａを構成している３個の自己消弧型半導体
素子７ａのゲート電極用の配線とエミッタ電極の制御用配線が、４層積層領域Ｚ２～Ｚ４
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の第３配線パターン１６と第４配線パターン１８にそれぞれ設けられている。また、各第
３配線パターン１６、第４配線パターン１８にはそれぞれ外部接続用の端子１０ｃ（１０
）が設けられている。
【００６０】
　例えば、図８中、一番左側に配置されている正極側アーム７０ａを構成する自己消弧型
半導体素子７ａでは、エミッタ電極の制御用配線を４層積層領域Ｚ２を含む３層目の第３
配線パターン１６に設け、ゲート電極用の配線を４層積層領域Ｚ２における４層目の第４
配線パターン１８に設けている。これによりこの自己消弧型半導体素子７ａのゲート電極
用の配線と、エミッタ電極の制御用配線とが積層される。第３配線パターン１６、第４配
線パターン１８は、自己消弧型半導体素子７ａのエミッタ電極、ゲート電極とそれぞれワ
イヤボンド９を介して接続され、エミッタ電極、ゲート電極はそれぞれ制御用の端子１０
ｃ（１０）と接続される。そして、端子１０ｃ（１０）に外部回路が接続されることにな
る。
　正極側アーム７０ａを構成する自己消弧型半導体素子７ａのうち、一番左側に配置され
ている自己消弧型半導体素子７ａ以外の２個の自己消弧型半導体素子７ａについても同様
にして、４層積層領域Ｚ３、Ｚ４においてゲート電極用の配線とエミッタ電極の制御用配
線とが積層される構成となっている。なお、本実施の形態４では、負極側アーム７０ｂを
構成する自己消弧型半導体素子７ａについては、上記実施の形態１の場合と同様、ゲート
電極用の配線、エミッタ電極の制御用配線の両方が１層目の第１配線パターン４Ｃの所定
領域に設けられている。
【００６１】
　なお、第３絶縁層１５、第４絶縁層１７には樹脂製のものを使用し、例えば、無機粉末
を含有する樹脂絶縁シート、ガラス繊維を含有する樹脂絶縁シート等を用いることができ
る。ここでは、第１絶縁層３Ｃや第２絶縁層５Ｃと同様、無機粉末としてアルミナ粉末を
含有するエポキシ樹脂絶縁シートにより形成されている。従って、第２配線パターン６Ｃ
と第３配線パターン１６、第３配線パターン１６と第４配線パターン１８との固着は、上
記の通り、Ｂステージ状態の第３絶縁層１５、第４絶縁層１７を加熱・加圧により硬化さ
せることで行う。なお、第３絶縁層１５、第４絶縁層１７の厚みは、例えば２０～４００
μｍ程度に設定される。この他、ポリイミドなどの絶縁性のある樹脂のフィルムやシート
を用いても良く、また加熱・加圧での加工だけでなく、両面に粘着剤のついたポリイミド
シートなどを使用し、各配線パターン６Ｃ、１６、１８間を接着してもよい。
　また、第３配線パターン１６、第４配線パターン１８の材質等は、第１配線パターン４
Ｃ、第２配線パターン６Ｃと同様であり、例えば厚み０．３ｍｍの銅箔をエッチングする
ことにより形成されている。
【００６２】
　以上のように、本実施の形態４では、１層目、２層目の第１、第２配線パターン４、６
上にさらに積層される３層目、４層目の第３、第４配線パターン１６、１８を備え、自己
消弧型半導体素子７ａのエミッタ電極の制御用配線とゲート電極用の配線をそれぞれ第３
、第４配線パターンに設けて積層している。このため、上記実施の形態１、２の効果に加
え、電力用半導体モジュール１Ｃにおいて、エミッタ電極の制御用配線、ゲート電極用の
配線のためにのみ割かれる領域をなくすことができ、電力用半導体モジュール１Ｃをより
小型化することができる。
　なお、本実施の形態４では、エミッタ電極の制御用配線を３層目の第３配線パターン１
６、ゲート電極用の配線を４層目の第４配線パターン１８に設けたが、これに限られるも
のではなく、ゲート電極用の配線を３層目の第３配線パターン１６に、エミッタ電極の制
御用配線を４層目の第４配線パターン１８に設ける構成としてもよい。
【００６３】
　なお、本実施の形態４では、一例として、正極側アーム７０ａを構成する自己消弧型半
導体素子７ａのゲート電極用の配線、エミッタ電極の制御用配線のみ第３配線パターン１
６、第４配線パターン１８に設けて積層する構成としたが、これに限るものではなく、負
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電極の制御用配線のみを積層構造としたり、全ての自己消弧型半導体素子７ａのゲート電
極用の配線、エミッタ電極の制御用配線を積層構造とする等、適宜設定することができる
。
【００６４】
　以上の実施の形態１～４の電力用半導体モジュール１、１Ａ～１Ｃにおいて、電力用半
導体素子７の半導体材料は特に限定しておらず、一般的には珪素が使用できる。しかしな
がら、電力用半導体素子７として、ワイドバンドギャップ半導体材料、例えば、炭化珪素
、窒化ガリウム系材料、またはダイヤモンドなどの材料を使用したワイドバンドギャップ
半導体を採用すれば、上記各実施の形態１～４における効果を維持したまま電力用半導体
モジュール１、１Ａ～１Ｃの低損失化が可能となり、この電力用半導体モジュール１、１
Ａ～１Ｃを用いて構成される電力変換装置の高効率化が可能となる。
　また、このような電力用半導体モジュール１、１Ａ～１Ｃは、耐電圧性が高く、許容電
流密度も高いため、電力変換装置の小型化が可能となる。なお、複数の電力用半導体素子
７の内、一部の電力用半導体素子７のみにワイドバンドギャップ半導体を用いてもよい。
　さらにワイドバンドギャップ半導体は、耐熱性が高いので、高温動作が可能であり、電
力変換装置におけるヒートシンクの放熱フィンの小型化や、水冷部の空冷化も可能となる
ので、電力変換装置の一層の小型化が可能になる。
　なお、ワイドバンドギャップ半導体は、高速スイッチングが可能であるが、スイッチン
グ速度と配線インダクタンスによるサージ電圧は比例するために、スイッチング速度の高
速化には限界が生じる。このような場合でも、本実施の形態１～４の発明を適用すれば、
配線インダクタンスを低減することにより、高速スイッチングが可能となる。
【００６５】
　なお、本発明は、その発明の範囲内において、各実施の形態を自由に組み合わせたり、
各実施の形態を適宜、変形、省略することが可能である。
【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】 【図７】
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【図８】 【図９】
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